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建設環境常任委員会視察調査報告書 

 

次のとおり、視察調査の結果を報告いたします。 

 

記 

 

１.日 時   〇 令和５年１１月６日（月）～７日（火） 

 

２.調 査 都 市   〇 愛知県豊橋市 

及び調査内容    ・バイオマス資源利活用施設整備・運営事業について 

     〇 静岡県静岡市 

            ・静岡型 MaaS 基幹事業実証プロジエクトについて 

 

３.調 査 結 果 の   〇 別 紙 

  概要及び意見    
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調査結果の概要及び意見 

 

Ⅰ．愛知県豊橋市 バイオマス資源利活用施設整備・運営事業について 

          バイオマス資源利活用センター施設見学 

 

(１) 視察の目的 

豊橋市バイオマス利活用センターは、下水汚泥、し尿・浄化槽汚泥、生ごみを

資源とする複合バイオマスエネルギー化施設として、バイオマスの１００％エ

ネルギー化や、CO2 を削減することで、エネルギーの地産地消や地球温暖化防

止対策など環境の保全に寄与していることを学び本市の環境政策の参考にする

ことを目的とする。 

 

(２) 取組の経緯・内容等 

豊橋市は、農業人口の減少などに伴う乾燥汚泥の安定処分の見通しがつかな

くなる可能性や、下水汚泥処理設備、し尿処理施設の老朽化など設備更新など

の課題があったことから、PFI手法により中島処理場にバイオガス化施設を整備

した。下水汚泥、し尿・浄化槽汚泥、生ごみを同処理場に集約し、メタン発酵に

より再生可能エネルギーであるバイオガスを取り出している。バイオガスは、

ガス発電のエネルギーとして利活用しているほか、発酵後に残った汚泥は、炭

化燃料に加工してエネルギーとして利用している。生ごみの収集にあたり、平

成２８年９月から平成２９年３月の間に約５５０回の住民説明会を実施し、施

設稼働後も異物混入を減らすため、環境部において、年２回の広報や、年３回

の組回覧を行い市民へ生ごみの分別協力を呼びかけている。 

 

【施設概要】 

受入バイオマス量（汚泥４７２㎥/日、生ごみ５９ｔ/日） 

○主要構造物 

受入棟（鉄筋コンクリート造・地上２階 延べ床面積３０,１２７㎡） 

濃縮脱水等（鉄筋コンクリート造・地上２階 延べ床面積１,２１６㎡） 

メタン発酵槽（鋼板製 ５,０００㎡×２基 直径２１m×高さ１８.３m）     

ガスホルダ（鋼板製 ２,０００㎡×1基 直径１５.５m×高さ１７.３m） 

洗車棟（鉄骨造 地上１階  延べ床面積１３３.８㎡） 

○主要設備能力 

下水汚泥濃縮設備（処理量 ３０㎥/時 ３系列） 

し尿・浄化槽汚泥濃縮設備（処理量 ９㎥/時） 

生ごみ受入・前処理設備 （処理量 ６t/時 ３系列） 

メタン発酵設備（湿式 中温 約３５℃発酵方式） 

バイオガス利活用設備（発電機 １,０００kW:固定価格買取制度で売電） 

汚泥利活用設備（６t/日 炭化物） 
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未利用地利活用業務 

太陽光発電設備（約２.０MW：固定価格買取制度で売電） 

 

(３) 効果・課題 

 下水汚泥、し尿・浄化槽汚泥、生ごみは１００％エネルギーに生まれ変わり、

バイオガス発電により、一般家庭の約１,８９０世帯分にあたる電力が生み出され

ている。本事業全体における温室効果ガス（CO2）削減量は、年間約１万４千ト

ン。これは杉の木約１００万本分の植樹効果に相当し地球温暖化防止に寄与して

いる。同市では、下水汚泥、し尿・浄化槽汚泥、生ごみの集約処理により、２０

年間で約１２０億円の処理費用の削減を見込んでいる。２０年間で約１２０億円

の経費削減状況の比較が、平成２３年度比となっているため、人件費や物価の高

騰等、社会情勢が大きく変化した現状では、比較はできていないが、下水道事業

においては、黒字経営ができていることから経費は削減できており、同事業は大

きな問題は無く運営している。 

２０年間の業務期間が終了した後の運用や施設の維持管理については、業務終

了の５年前から検討を行うこととなっており、その際の下水汚泥量や生ごみ処理

量を確認しながら検討を行う必要がある。 

 

(４) 各委員の所感 

○  下水汚泥から生ごみまでを集約して、処理過程で再生可能エネルギー

として利用し、最後の汚泥まで炭化燃料活用しているのは、地球温暖化

防止対策に大きく寄与している、集約処理するために、住民説明を約 550

回も行って住民の理解協力を形成していることは学ぶ点があった。 

 

○  下水道事業における未利用バイオマス資源のエネルギー利用を図る取

組は、市内では数十年前から実施されており、例えば豊中市の庄内下水処

理場では下水汚泥の焼却熱を温水プールの熱源として利用していた。（現

在は廃止） 

豊橋市の事業では、下水汚泥の他に、し尿や家庭から排出される生ごみ

を資源としており、その発想と、技術、設備に感動した。特に、生ごみの

排出について市民にご協力を求めるために、ごみ収集時間への配慮など、

きめ細かな対応に感心した。豊中市では庄内処理場の下水汚泥を濃縮、脱

水後、セメント化のために搬出、移しており、年間２億円弱の費用を支出

している。本市のバイオマス資源として、更なる有効活用ができないか、

調査研究に取り組みたい。 

 

○  豊橋市バイオマス資源利活用施設整備 ・運営事業では未利用のバイオマ

ス資源エネルギーを活用するため PFI 手法により中島処理場に集約し、そ

の後メタン発酵で出たバイオガスを取り出してバイオガスはガス発電に、
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そして発酵した後に残った汚泥は炭化燃料に加工してエネルギーに変え

ているということで無駄なく再生可能エネルギーに変えている仕組みが

大変学びになりました。 

 

○  下水汚泥、し尿 ・浄化槽汚泥、生ごみを集約して処理することで効率的

なバイオガス発電や炭化燃料として１００％エネルギー化、エネルギーの

地産地消にも寄与していること、CO2削減による地球温暖化防止対策や汚

泥 ・生ごみの処理費削減にもつながること、生ごみを資源としてリサイク

ルすることで、市民と共に創りあげる事業となっていることを学ばせてい

ただきました。本事業は民間事業者からの提案から始まったとのこと、課

題解決には公民連携が有効になることも確認できました。 

 

○  未利用バイオマス資源のエネルギー利用を行うためのバイオガス化施

設の整備事業ですが、下水汚泥、し尿、浄化槽汚泥、生ごみを集約させメ

タン発酵によるバイオガスエネルギーなどの資源利活用は現在の重要政

策であります。豊中市に置き換えると豊橋市と違い住宅地の多い点また土

地の確保等、さまざまな解決すべき問題があることは議論しなければなり

ません。この事業は豊中市単独ではなく近隣市を交えた協力のもと北摂全

体で考えることも視野に入れ提案することも方法のひとつと考えます。 

 

○  バイオマス施設を運営することによって生ごみ•し尿を再生エネルギー

源として電力や炭に無駄なく変えて CO2 削減に大きく貢献していること

が理解できた。施設を設ける際の建設コストや広大な土地は必要である。

生ごみが可燃ごみに入らなくなり、可燃ごみ焼却炉の温度低下抑止にも貢

献するといった良い面も理解ができた。 
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Ⅱ、静岡県静岡市 静岡型 MaaS 基幹事業実証プロジエクトについて 

 

(１) 視察の目的 

静岡市は高齢化が進み移動手段確保に向けた社会的要請に応えて、社会生活に

必要な移動を継続的に支える公共交通ネットワークの構築を進められており、本

市の交通施策充実の参考とすることを目的とする。 

 

(２) 取組の経緯・内容等 

静岡市は人口約７０万人の政令都市であるが、人口の大半が限られた平坦部に

居住し、市の中心市街地には多様な都市機能の集積により、一定の賑わいがあり、

比較的コンパクトな街を形成しているが、７０％が山林となっている。人口減少

や外出率の低下、また新型コロナウイルス感染症の影響など社会情勢の変化で、

地域活力は減退傾向である。高齢者の外出を支援する十分な移動サービスがない

が、運転手不足やバス路線維持費の増加などで、サービスの向上をしたくても出

来ない、需要と供給のバランスが崩れ始めている。そのため、MaaS システムで移

動と活動をつなぎ、多様な移動サービスで利用ニーズに応え、活動（移動目的）

との連携で地域の活性を目指している。官民連携による検討を進めるための組織

体として、まずは、取組の土台となる地域主導型コンソーシアムを組成。交通や

金融などの民間企業や社会福祉協議会や商工会議所などで組織され、令和５年度

５月１５日時点で４１団体が参加している。令和元年度から AI オンデマンド交

通実験を開始。MaaS Web を使った AI 相乗りタクシーや山間部における地域住民

を運転手としたデマンド型運行、さらに令和５年には自動運転実験も実施してい

る。 

 

(３) 効果・課題 

地域住民や旅行客一人一人の移動ニーズに対応して、複数の公共交通やそれ以

外の移動サービスを最適に組み合わせて検索・予約・決済等を一括で行うサービ

ス（MaaS）を活用して、観光や医療等の目的地における交通以外のサービス等と

の連携により、移動の利便性向上や地域の課題解決にも資する重要な手段となっ

ている。簡単に言うと、移動をもっと便利に。移動目的地との連携で相乗効果が

あり、デジタルの力を有効活用するものである。しかし、デジタルでつながった

としても、実サービス部分の課題もある令和元年度に実施体制づくりに取り組み、

実験エリアを市街地部、郊外部で AI オンデマンド交通実験を毎年、何回も実施

し、ニーズに対して改善するなど丁寧な取組が行われている。そのほか、クーポ

ン配布による行動変容促進実験やエンタメコンテンツによる観光周遊促進実験も

実施している。 

 

(５) 各委員の所感 

○  豊中市でも移動手段がなくなって困る市民が増えています。人口減少 ・
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少子高齢化社会において持続可能なまちづくり、住み続けられるまちづ

くりが求められている。市街地・山間地それぞれの住民の声に基づいた

取組は、単に交通の事だけに留まらない、大きな社会的意義のある事業

と位置付けられているのを学びました。 

 

○  豊中市では高齢化による歩行困難な市民の増加や、免許返納者の代替

移動手段の確保が市政の一つの課題である。例えば公共交通機関改善計

画の中間見直しなどによる新たな施策が模索されている。今回視察した

静岡市は人口７０万人の政令指定都市であるが、中心市街地である旧静

岡市エリアは、豊中市と同様の都市と思われ、そこでの MaaS （以下、マ

ース）基幹事業と検証は、豊中市にとっても有効な知見になると期待し

て視察に臨んだ。視察資料とし提供された資料は、様々なテーマでの取

組と検証が数値で示されてあり、今後、マースを検討する地方自治体に

とって有効な情報が示されている。視察資料の末尾に記載されているコ

メントに、私は強く共感するので付記し、感謝を表したい。 

・移動手段がなくなって困るのは市民！！ 

・MaaS による交通サービスの実装は、人口減少 ・少子高齢化社会におい

て も、持続可能なまちづくり、住み続けられるまちづくりに大きく寄

与する！ 

・単に交通のことだけに留まらない、大きな社会的意義のある事業！！ 

 

○  全国でも課題となっている持続可能な公共交通網の構築MaaSについ

ての取組について学びました。静岡市ではまず土台となる地域主導型

コンソーシアムを交通、観光、商業、福祉、金融、オブザーバーで国交

省、技術会員の各分野で組成。様々な交通実験数年にわたって行ってい

てすごく勉強になりました。 

 

○  路線バスの代替サービスとして、AI オンデマンド交通が期待できる

が、高齢者など移動に制約のある方々を助けるための仕組みとして乗

りやすい車両や選べる支払い手段などが必要であること、公共交通に

ついては、デジタル技術の活用とリアルサービスの充実の両輪での取

組が大事であり、参考になりました。 

 

○  人口、面積なども豊中市に比べて大きな静岡市ですが、交通利便性を

高めるため大変な問題に取り組まれています。特に商業地、住宅地、山

間地が混在する静岡市にとっては、新たな MaaS 導入による取組と無人

AI バスには期待しておられると思います。静岡市に比べると豊中市は

交通利便性に恵まれており、課題は東西路線の充実である。また、これ

からの人口減少に向け都市間競争に勝ち抜くためには、より高齢者に
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優しい対応、財源が必要となるが将来に向けての長期的なインフラ整

備も視野に入れて考えていく必要があると思います。 

 

○  システム導入をした事により、市民だけではなく観光客の移動手段

が連携され、双方が便利になったことが理解できた。福祉分野において

も  施設から病院」等の移動においても便利になったという事。少子高

齢化が進む豊中市でも活用すれば市民ニーズに対応できると考えられ

る。 

 

○  市街地及び郊外・山間部と都市構造上それぞれのエリア課題に対応

した実証実験をされる中、郊外型の取組においては、利用者拡充が見込

める実証実験結果が示されていた。地域の高齢化が進む中、ニーズを把

握して、料金設定や予約システムの確立(LINE 活用)も含めた検討もさ

れているようで、本市のデマンド型乗合タクシー事業の今後の拡充の

ヒントも頂いた視察となった。 


